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総合教育会議の開催状況――回数減の現状をどう考えるか

小川 正人

文科省が毎年度実施している「教育委員会の現状

に関する調査」は、地方教育行政の実情を確認した

り課題を考える際に参照することが多い資料である。

令和５年５月30日公表の本調査（令和３年度間：調

査実施時期は令和４年10月）からも地方教育行政に

係るさまざまな問題を読み取ることが可能である。今

回は、2014年の地教行法改正で2015年度から始動

した総合教育会議の開催状況から問題の一端を考

えてみたい。

総合教育会議の開催回数

総合教育会議は、首長と教委の協議及び調整の

場であり、首長（部局）と教委が一体となって地域の

教育課題に取り組むうえで重要なしくみの一つであ

ると意義づけられている。その会議の開催回数が、2

021度間は都道府県・政令市で年平均1.5回、市区町

村が1.3回であった。本制度の開始年度である2015

年度および翌2016年度との比較は下記表の通りで

ある。

本制度の開始直後には、開催回数２～３回が多か

ったが、2021年度間では１回が最多で開催無しも都

道府県・政令市で６％、市区町村で13.5%もある。これ

らの数値をどう解釈すればよいのだろうか。本制度

が安定し定着したとみるのか、あるいは逆に、形式

化、形骸化していると捉えるべきなのか。

総合教育会議以外の協議の機会

首長と教委の協議は、総合教育会議が唯一では

ない。それ以外の協議の機会があれば総合教育会

議の開催回数が減っても問題はないという指摘もあ

ろう。ただ、首長と教委の協議の機会は、総合教育

会議が創設された以降は減っている（下記表３）。

表３：総合教育会議以外で教育委員会と首長が意見

交換する機会（2021年度調査では、「総合教育会議

以外で教委と首長が意見交換する機会」と質問）

「『令和の日本型学校教育』を推進する地方教育

行政の充実に向けた調査研究協力者会議」の報告

書（2023年７月19日）は、上記の状況を捉えて「必ず

しも教育委員会と首長との日常的な連携が図れてい

ないにもかかわらず、総合教育会議が開催されず、

また、開催頻度が低調となっている自治体も存在す

る」と危惧を表明し、会議活性化の必要を指摘してい

る。教委制度の廃止が激しく論議された2014年当時

の緊迫感を想起し、本制度の意味を再確認すること

も必要なのかもしれない。

（おがわ・まさひと＝東京大学名誉教授）

―――

2023/11/21 No703 発行
無断転載・加工禁止
※教員研修等にお役立て
ください。

〔発行〕教育開発研究所
東京都文京区本郷 2-15-13
TEL (03)3815-7041
FAX (0120)462-488

■研修誌・図書の小社への直接のお申込みは、小社HP https://www.kyouiku-kaihatu.co.jpをご利用ください。

●校長・教頭のための学校経営手帳！《 11/21 発売！》

2024 スクール・マネジメント・ノート
教育開発研究所【編集】 A5 変形判／定価 2,750 円


